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「19世紀はじめ頃までの日本の社会的・経済的発展状況は、およそ西欧先
進国の中世末期の段階であった(1)｡」といわれ，明治維新（1868年）は歴史的
伝統を有した中央集権的封建社会制度の終末を告げるものである。と同時に
新たな近代国家建設への起点でもあった。
明治新政府は，先づ西欧先進諸国の諸制度を穂極的に導入し，近代化を推
進したのである。
当該稿は近代的租税国家の形成を指向し，財政基盤の確立と近代的租税制
度の一端を担った，所得税(明治20年３月23日勅令第５号)法(2)の規定が，当
時，会計的統一規定の未整備な段階における会計的実践規範として，如何に
機能したか，又如何なる会計思考の下に所得計算鯛造が構築されたか，同時
に所得計算として具体化した会計数値の客観性，信頼性付与の観点より，会
計思考と密接な関係を有する監査について如何に考えていたか等，所得税法
（明治20年）の制度的機能が会計及び監査理論及び実践に与えた効果につい
て論ずることとする。わが国における会計及び監迩の制度は，具体的な所得
税法の計算機構との関連及び会計思考の具体的実践の過程を通して体系化さ
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れたとも考えられる。社会諸制度の移植にはじまるといわれる明治政府の近
代化策の一環としての会計及び監査の制度が所得税法の中に如何なる形で内
在し，その歴史的変化の中で具現化してきたかについて，所得税法（明治20
年）を通じ論ずる゜
注
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Ｗ・Lockwood,TheEconomicDevelopmentofJapan,1955.Ｐ３．
「明治大正財政史」第１巻81頁
2．所得税法（明治20年）と会計
明治新政府の財政は「紙幣及び公債の発行に依り当面の財政需要に応ぜし
と錐も，地方政府の経常収入の財源の最も主要なるものは固より，之を地租
に求めざるべからず。是を以て地租制度の根本的変革を行いて，全国統一の
地租制度を確立し，以て経常歳入の増加を図ることは，実に維新後に於ける
政府にとりて最も緊要なる急務に属せり(1)｡」と述べられるごとく，明治新政
府当面の急務の－として,全国統一の租税制度の確立をはかることにあった。
明治新政府の財政需要に対応する財源は「税法ハ姑ク旧慣二依ラシム（明治
元年８月７日大政官布告）－王政復古，百事更革大二政綱ヲ皇張セントス
ルニ当り，先ツ人心ヲ変動セン処ノモノハ税法ノ苛欽ニシテ，其ノ旧慣習ノ
甚シキムロクハナシ，是以テ税法ノ変革ハ庶政更革ノ最要タリ。－況ンヤ維
新政綱末タ全ク張ラス。人心尚未タ全ク鎮撫セス，此時二当り逮然トシテ至
大至重ノ関係アル税法ヲ変革セントスルカ如キコトアルヘカラス。故二姑ク
旧慣二依ルノ止ムヲ得サリシ所以ナリ(2)｡」と述べられるごとく，租税制度の
税体系は当面姑〈旧慣に依ることとし，それらは「旧幕時代に於ける税体系
一一地租・小物成及賦役一一に依拠し，特に，唯一の正租として地租即租税
即地租3)をもって徴収し，政府の主要な財源としたのである。
明治新政府は「旧慣による租税制度の改正を指向し，（－）地租改正に着手
したのである｡その間の事情は,松方正義の地租改正意見習いにおいて明らか
にされているところである。地租改正の要点は，(1)'､地価ヲ定ムルコト，（２）
２
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ハ地価二従上租額ヲ定ムルコト，にあった。すなわち地租の納付額計算原則
及び納付方法の変更を実施したのである。従来，田畑石高制（土地の収穫を
標準として賦課する方法）による物納方式から，地価（土地の収益価格を標
準として賦課する方法）による金納方式への転換である(5)(6)。
租税制度の改正の（二）として所得税法の創設を実施したのである。所得
税創設の事情は当時，国の租税収入の大部分を占めていた地租と酒税は，明
治19年度で国の全租税収入の85％を占めるに至り，ここに農業者と商工業者，
又資本家層と貧困者層との間に著しい負担の不均衡顕著となってきたことに
よる。ここに(1)財政需要に対応する負担と負担の均衡(7)，(2)軍事戦費の調達(8)
等を因素とする新たな税源の確保が追まられてきたのである。ここに所得法
（明治20年３月23日勅令第５号）の生成をみたのである(9)。
所得税制の創設は「所得」に係わる認識・測定・報告における理論及び計
算構造の構築がなされ，同時に会計学上の問題を提起することとなった。も
ともと所得税は国家の財政々策及び租税政策を反映するものであって，会計
理論と完全に総てが一致するものではないが，両者を支配する基本的な思考
は，同一の原理の下に組成されなければならないのである。しかし当時会計
的統一化思考の未発達の段階にあって，実務的には所得税法先導型の会計実
務となっていたものと考える。
所得税法（明治20年）における「所得」及び「所得計算」に係わる規定は，
第二条，所得ハ左ノ定則に拠テ算出スヘシ
第一公憤証書其他政府ヨリ発シ若クハ政府ノ特許ヲ得テ発スル証券ノ利
子，営業ニアラサル貸金預金ノ利子ヮ株式ノ利益配当金，官私ヨリ受クル俸
給，手当金，年金，恩給金及割賦賞与金ハ直二其金額ヲ以テ所得トス
第二第一項ヲ除クノ外資産又'､営業其他ヨリ生スルモノノ其種類二応シ
収入金高若クハ収入物品代価中ヨリ国税，地方税，区町村費，備荒儲蓄金，
製造品，原質物代価，販売品ノ原価，種代，肥料，営利事業二属スル場所物
件の借入料，修繕料，雇人給料，負債ノ利子及雑費を除キタルモノヲ以テ所
得トス
第三条左二褐クルモノハ所得税ヲ課セス('０）
第一軍人従軍中二係ル俸給
３
金沢大学経済学部臘集第９巻第１号1988.12
第二官私ヨリ受クル旅費，傷撰疾病者ノ恩給金及孤児寡婦ノ扶
助料
第三営利ノ事業二属セサルー時の所得
所得及び所得計算の方法について規定されている。唯かかる規定の前提は，
所得の帰属主体として自然人（但し家を中心として考える('1)）のみを対象と
し，法人を非課税とした点，又総合課税方式を採用した事によって，必要経
費それ自体の範麟及び理念に不統一な点が存するのである。例えば，必要経
費中に備荒儲蓄金の計上，総合課税方式と累進課税の下における扶養控除制
の非導入等が指摘される。かかる段階においては，所得に課せられた人税と
いう基本的認識によるもので，所得税理念の下に展開される所得計算構造と
会計の理論的自立の未整備を段階における交錯現象であった。所得税法にお
ける継続企業概念は明治32年同34年所得税法改正による法人課税の導入一一
所得税法，第三条所得税ハ左ノ税率ニ依り之ヲ賦課ス第一種法人ノ所
得……('2〕同七条納税義務アル法人ハ各事業年度毎二損益計算書ヲ政府二
提出スヘシ～('3）又所得税法施行規則第一条所得税法第四条第一項第三
号二依り総収入金額ヨリ控除スヘキモノハ種苗蚕種肥料ノ購買費，家畜其ノ
他ノ飼養料，仕入品ノ原価、原料品ノ代価，場所物件ノ修繕費，其ノ借入料，
場所物件又ハ業務二係ル公課雇人，給料其ノ他其ノ収入ヲ得ルー必要十経
費二限ル但シ家事上ノ費用及之ト関連スルモノハ之ヲ控除セス('4）同所得税
法施行上取扱方心得（明治32年４月１日大蔵大臣内訓）第三条第三種ノ所
得ヲ計算スル為〆総収入金額ヨリ控除スヘキ経費ハ其ノ収入ヲ得ルー必要ナ
ルモノニ限ル旨趣ナルヲ以テ家事用二兼用スル場所物件ノ修繕費，借入料，
公課，家事用二使用スル扇人ノ給料又'､所得ノ起因ニアラサル負憤ノ利子の
如キハ之ヲ控除スヘカラサルモノトス('5）等それぞれの規定においてみる如
く，会計の場所的計算単位の独立一一会計単位の認識と継続企業（ゴーイン
グコンサーン）概念の導入一一所得税法第四条所得ハ左ノ区別二従上算
定ス第一種ノ所得ハ各事業年度総収益金ヨリ同年度総損金，前年度繰越金
及保険責任準備金ヲ控除シタルモノニ依ルイ且シ第二条二該当スル法人ノ所得
ハ此ノ法律施行地二於ケル資産又ハ営業ヨリ生スル各事業年度ノ益金ヨリ同
年度損金ヲ控除シタルモノニ依ル('6)，同所得税法施行上取扱方心得（明治3２
４
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年）第一条第一種ノ所得ヲ算出スルトキ純利益金ヨリ前年度繰越金ヲ控除
スルハ前年所得税ヲ課税セラレタルモノニ再上所得税を課セサルノ旨趣二出
テタルモノナルヲ以テ前年度に於ケル益金中二包含セラレサルモノハ之ヲ控
除スルニ及ハサルモノトス('7)と述べられる如く制度的に認められてきたので
ある。ここに近代的会計思考の前提としての，会計単位一場所的範脇需及び
－継続企業概念等が会計構造内に体系化されてきたのである。唯，当時会計
規定それ自体制度的統一化に対して未整備段階にあり，会計実践規範として
所得税法・商法等の会計思考依拠型の会計理論構築がなされたものと考えら
れる。
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３．所得税法（明治20年）と監査
我国における所得税制は明治20年（1887年）に導入され，その後改正を重
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ね今日に至っているのである。当時，我国の国庫収入の過半数は租税収入に
よって占められ，又その大部分は地租及び酒税によっていたのである。所得
税制の創設は,増大する財政支出の充足(1)と負担の公平(2)におかれ,その間の
事情は松方正義の｢所得税法之義(3)｣に詳細に記されている。所得税制度の草
案は明治17年12月既に出来上っており，内容の一部を示すと，－所得税則
施行之義ニ付上申一本邦現時ノ諸税ハ富民ノ負担割合二軽クシテ来タ事実
ノ妥当ヲ得タリト調フヘカラスヤ今ヤ国費ノ増加ヲ要シ漸次新税ヲ輿サザル
ヲ得サル時二方リ先ツ人民オ人ノ割合二応シテ税金ヲ納メシムル方法ダル所
得税ヲ施行シ以テ漸ク富民ノ負担ヲ増サンコトヲ図ルハ蓋シ賦税ノ平準及事
実ノ妥当ヲ得ルノ道二於テー歩ヲ進ムルニ庶幾ン乎謹テ別紙御布告按取調収
入予算額並二説明書相添へ及上申至急仰御裁定候也一大蔵卿伯爵松方正
義一の所得税創設にいたる沿革について述べられているのである。
所得税法（明治20年３月23日勅令第５号）は第一条「几ソ人民ノ資産又ハ
営業其他ヨリ生スル所得金高ノ－箇年300円以上アル者ハ此税法二依テ所得税
ヲ納ムヘシ，但同居ノ家族二属スルモノハ総テ戸主ノ所得二合算スルモノト
ス(5)」と規定し，納税主体として自然人のみを対象とし，又所得それ自体の帰
属を世帯（家）を中心とする総合課税方式を採用し，法人に対しては非課税
とした。かかる所得税上の規定のうち，監査論との関係において重要な点は
法人非課税の問題である。
所得税法（明治20年）における法人非課税の思考は，（－）明治新政府の経
済政策の一環として，租税政策上の優遇措冠であった。他は法人思考に対す
る相違一一法人観一一による。が上げられる。先づ会社企業の保謹育成策の
一環として，薇極的な租税効果に主眼があったと考えると，例えば「法人の
所得に課せられない。これは会社企業の発展を阻止しないためであったと思
われる……(6)｣とか｢それは結果としては当時勃興しつつあった会社企業の擁
謹のためのはたした意義はきわめて多大であったと考えてよかろう。この意
味では現今の法人にたし､する課税優遇政策の「端諸」としてよいであろう。
この措冠が会社制度の増大にはたした役割はすぐなからぬものがあるが，税
制上個人企業に対して，会社制は租税負担がかからないという理由で，形式
上会社組織をとったものも相当にみられた(7)｡」と述べられる如く，非課税論
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理を租税政策とする考え方である。唯ここで問題は，制度的には法人を容認
一法人擬制説一一例えば配当所得は個人所得に合算され二重課税を避けて
いるのであるが，法人に対する非課税を由因とする税効果は，例えば「保全
会社という名での大資本家の資産保全の形式や中小企業にして実質上個人企
業でありながら，税負担を免れるための会社形式一一合名・合資会社の激増
をもたらした｡例えば会社総数'87(明治19年)1803社より’98(明治31年)4828
社に増大しているが，そのうち2048社が合資会社および合名会社によってし
められていることは，この点を如実に物語っている(8)｡」と述べられる如く，
非課税なる優遇税制の下に会社及び資本金(会社企業の量・質両面での展開，
明治19年の出資金総額は30年では53億円に増加している(9))における形式的増
加による実効性は認識されるのであるが，現実は法人と個人間における税負
担の不均衡の拡大一一所得税創設の趣旨に反した方向性を辿ることとなった
のである。かかる現状の下における監査問題は一般に企業が監査対象となる
形式的与件として，会社の法人化，出資額を限度とする有限責任制，資本の
証券化と譲渡制，企業の継続性等が上げられるのであるが，会社企業の法人
化が人的責任を主体とした合名・合資会社に多くの比重がおかれ明治31年で
２／５を占め「実質上個人企業でありながら，税負担を免れるための会社形
式の激増をもたらした……('０)。と述べられる状況において，監査（外部目的
監査）の社会的機能の制度化因として，法人化が実質的影響力をもつにはい
たらなかったのが現状であり，又商法の制定等においても具体化されていな
い段階で，当時は企業法制の破行的制度化段階であった。
次いで，所得税法（明治20年）と法人観についてみると，個人と法人との
関係において分類すると，個人＝法人という関係と個人とは別個の存在とし
ての法人とに区分することが可能である。所得税法においては，法人非課税
とし，又所得の算出，第二条一～株式，利益配当金～直チニ其金額ヲ以テ所
得トス。と規定される如く，配当二重課税を回避し，総て個人の所得として
計上し，課税する方式を採っているのである。かかる法人観は所得税本旨と
の関係において，個人の資本家的負担関係としてのみ把え，法人非課税の論
拠としているのである。一般的に，法人擬制説として代表される法人思考で
ある。
７
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。然人個人)→人-責任(雲麓
自然人（個人）－法人一責任（有限責任）
法人と責任形態との関係についてみると，一般的に責任形態は自然人に対
して，直接的責任形態と間接的責任形態がある｡（直接的責任形態のモデルは
自然人＝法人一無限責任で通常の個人企業の法人化の態様として認めら
れる。かかる状況における監査は，経営内部目的監査に重点がおかれ，事業
主の財産保全，擁謹等の目的指向性を有する監査である。法人と責任及び監
査の問題が提起されたのは，自然人＝法人一一有限責任，又は自然人一一法
人一有限責任の形態の導入を機とする間接的責任形態の下である。すなわ
ち自然人の法人への出資額を限度とする有限責任制は法人を仲介とした責任
の間接化であり，その代償として監査なる機能が付加ざれ制度化が指向され
たのである。所得税法と監査の問題は，所得税法における法人観一法人擬
制説又は法人実在説等一一の認識が会計指向との関連の下に監査制度の展開
に影響を及ぼすこととなるのである。有限責任制に係わる監査は，社会的機
能として，企業に対し外部目的住を帯びた監査として制度化が指向されるの
である｡所得税法における法人の容認は明治32年所得税法の改正第３条
所得税ハ左ノ税率ニ依り之ヲ賦課ス第一種法人ノ所得第二種此ノ法
律施行二於テ支払ヲ為ス公債社債ノ利子第三種～('1)と規定される如く，法
人の所得に対する課税を導入した事である。ここに自然人（個人）とは別個
の存在として法人（企業）を容認し，又責任形態においても法人主体の確立
と自然人（出資者）との責任関係の間接化，出資額を限度とする有限責任制
の導入が制度として具体化し，その代償として監査の問題の展開されてくる
のである｡会計統一規定の未整備な段階における会計及び監査に係わる思考
は，制度として移植された所得税法の具体的実践過程において萌芽し，成長
して行くことになるのである。所得税法（明治20年）においては，税法体系
の整備と近代化という意味において足跡を印したにすぎない。法人非課税を
建前とした体系の採用が結果として所得税制及び会計・監査の発展に積極的
な因素を提供することとはならなかったのである。所得税法の改正（明治３２
年）によって法人の認識又所得計算構造の近代化が－－例えば第４条所
８
所得税法と監査〔１〕（大野）
得ハ左ノ区別二従上之ヲ算定ス（明治34年法律第17号ヲ以テ本条第３号中
改正）－第一種ノ所得ハ各事業年度総益金ヨリ同年度総損金，前年度繰越
金及保険責任準備金ヲ控除シタルモノニ依り但シ第二条二該当スル法人，所
得ハ此ノ法律施行地二於ケル資産又'､営業ヨリ生スル各事業年度ノ益金ヨリ
同年度損金ヲ控除シタルモノニ依ノー('2)との規定においてみる如く，法人
の認識と継続性一一前年度繰越金、保険責任準備金等一一勘定科目の設定に
会計思考上の変化が思考されるのである｡(所得税法改正明治32年以降につ
いては別稿とする）
注
(1) 阿部勇「日本財政論」租税傷191頁～創設の直接の動機が軍費の増大であったこ
とは日本の税制改革を見る上において特に注意を要するであろう。
高橋誠「初期所得税制の形成と構造」「経済志林」第26巻１号５６頁～松方財政の
展開に連関して国民の財政負担が増大し，前述した「東京府会建義｣が指摘したような
維新以来の間接税,地方税による大衆課税税制の矛盾が露呈し,租税負担の不公平が指
iljiiされるに及いで，これらに何等かの配慮をしめし，税制の整備をおこなわないでは，
租税増徴もようやく困難になってきた……
所得税法之議＝－愛二所得税法按ヲ起草シ鐘テ閣繊ヲ仰ク抑モ此法按ヲ起草シ来20年度
４月１日ヨリ実行ヲ企図スル所以ノモノハ,近来東洋諸国国際二関スル現況上海防ノー
副iL'､最モ軽忽二附シ雛久随テ其経費ヲ要スルノ巨多ナルト犬二北海道物産税ヲ軽減ス
ヘキコト，共二内閣ノ内麟ヲ経テ之ヲ20年後ヨリ施行セントスルニ決セラル｡カロフルニ
近来政費ノ多端ナルニ応シオ入ノ増加ヲ謀ラサル可ラスト錐モノ凡ソ現行ノ税法ハ維新
創業ノ際制定セシモノニアラサレハHリチ封建ノ余風未タ全ク消除セサルノ時二当り民悩
ノ適１度ヲ測り制定シタルモノニシテ,己二今日，国１W二対シテハ大二其ノ適度ヲ失ヘル
モノアリ。租税率モ亦軽重ノ平ヲ誤り，随テ富者ノ負担甚夕軽ク貧者ニシテ或ハ富者二
幾数倍ノ重税ヲ負フノ事実アリ。故二現行税法ニハ常二其率ヲ増シ以テオ入，増加ヲ求
ムルノ道ナキノミナラス，漸次改良セサル可ラサルノ時期二臨〆リ。価テ今更二所得税
法ヲ創定シ，－ハ以テ国庫ノオ入ヲ増シテ前記ノ経費二補充シ，－ハ以テ税法改良ノ目
的ヲ漸行センナ欲スルナリ……
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4．結語
近代的租税制度の導入，特に「所得」に係わる税の導入は，会計及び監査
制度の生成・構築に多くの影響を与えることとなった。すなわち，所得の確
定は会計思考及び会計理論を前提として構築されるものであって，又会計実
践は監査システムの介在の下に客観化され，信頼性が付与されることとなる
のである。
明治20年所得税法は，自然人の所得額に係わる課税で，単年度収支を基準
とする会計々算構造の下に算出された所得税であった。かかる段階は「所得」
額それ自体の計算構造は，現金収支会計的な域に止まり，会計における継続
性概念は，認識外にあったといっても過言ではない。
法人非課税の論拠は別として，非課税という現実は一方においては，法人
システムの利用による資本蓄積効果を創成し，他方においては個人所得の節
税効果を助長することともなった。明治20年所得税法は自然人（個人）の所
得を対象とする税体系を指向したが故に，会計及び監査制度及び理論繍築に
与えた影響はすぐなかった(1)と言えよう｡所得税法が会計及び監査を具体的連
関性を所得税効果として発現するのは，明治32年の所得税法改正以降といえ
￣Ｐ
よう。
注
(1) 明治32年２月13日法律第17号所得税法の改正により，法人所得税が創設され,法人
の制度的認知がなされた。ここに企業(法人)所得に係わる会計及び監査の問題が提起
きれてきた。
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